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成果動態論における収支概念と期間
損益計算の基本構造一概観一
大　野　文　子
は　　じ　め　に
　シュマーレンバッハが確立し，ワルプ，コジオールらによって継承・展
開されたドイツにおける成果動態論を期間損益計算の形式構造という側面
より概観し，その共通的・基本的な特徴を求めるならば，それは，収支計
算を基礎とした収益と費用の対応による損益計算論であるという点に集約
されるであろう．
　とはいえひとしく収支計算とはいっても，その内容に多少でも立ちいっ
てみるならば，より直接的には一定の企業観を前提とする会計上の利益概
念や資本概念をめぐる固有な解釈に規定され，その立論の仕方や収支概念
についての理解は必ずしも一様ではない．例えぽ，シュマーレンバッハは
抽象的な収支概念を媒介として期間損益計算の全構造を一元的に把握しよ
うとする．これに対してそのエピゴーネンとしてのワルプ，コジオールら
は，経済現象の二面的な把握を強調することから出発して，給付の流れ＝実
質的な財運動と支払の流れ＝名目的な貨幣運動という二つの側面からの損
益の把握を説き，後者の系列に基ずく貸借対照表的利益計算の独自性を主
張する．こうした収支計算の内容ないしは収支概念の相違という視角より，
一般にシュマーレンバッハよりコジオールにいたる成果動態論の展開は，
収支計算としての会計構造の「徹底化」1）あるいは「収支計算ないしは収
支概念の拡張と純粋化ならびに収支的成果計算の精密化の過程」2》として
認識されているのである．
　ところでこのような抽象的な収支計算より具体的な収支計算へという収
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支計算論を中心とする成果動態論の展開の契機は，さしあたり動態論内部
での理論構成に注目しつつそれを求めるとすれば，シュマーレンバッハに
よって統一的な説明を断念されたといわれる貨幣および資本金項目の収支
的解釈という問題に求められるであろう．それを端緒とするシュマーレン
バッハよりワルプへ，ワルプよリコジオールへという収支計算論の展開の
過程，それは，シューレソバッハ動態論に内在する物財的な思考と貨幣的
な思考のうち3），後者の流れに沿いつつ，シュV一レソバッハが提起し未
解決のまま残した問題の解決を求めようとする過程であった．そしてワル
プとコジオールは，貨幣的な思考＝収支的な思考をいっそうおし進めるこ
とによって，シュマーレンバヅハによって損益計算の補助的・間接的手段
として提えられた貸借対照表の損益計算機能に対しその独自性・直接性を
認めた．それと共にかれらは，シュマーレソバッハによって損益計箪目的
の背後におしやられた貸借対照表の財産表示ないしは金融経済的＝資金表
的な役割を，シュマーレンバッハの貸借対照表シェマーを収支概念の拡大
ないしは純化によって再構成することをとおして再認識し，資金動態論展
開への途を開いたのであった．
　この小稿では，こうした動態論内部における貨幣的な思考＝収支的な思
考の展開を，とりわけその期間損益計算の基本構造という聞題との関連で
シュマーレンバッハ，ワルプ，コジオールの所説のうちにたずね，かれら
の説く収支計算を基礎とする動態的な期間損益計算の基本構造の相違を明
らかにし，会計の基本的な計算構造と計算思考の問題を考える手がかりと
したい4）．
1）　岡本愛次「ドイツ会計学史」　（ミネルヴァ書房，昭和36年），274頁．
2）　武田隆二「貸借対照表資金論，ドイツ会計近代化論の展開」　（同文館，昭
　和38年），5頁．同教授によれば，こうした収支計算論の展開の過程は「成
　果動態論の展開一収支的計算理論の発達過程一」として把握され，つぎ
　のような三っの段階より成立する．すなわち「第1段階，収支計算理論の展
　開」，「第2段階，収支計算理論の発展一収支一元論の誤謬の克服と収支
　二元論の確立」，　「第3段階，収支的思考の純化と収支的計算理論の精密化
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　一動的収支概念と静的収支概念の分化に基ずく収支的計算論の体系化」
　（前掲書　11頁．）
3）岩田厳「利潤計算原理」　（同文館，昭和31年），279頁～283頁．岩田教授
　は，収支計算と収益費用計算という二っの計算は，計算対象として相互に異
　質であり，この対象の二元性がシュマーレンバッハ動態論をその後二つの方
　向に展開させる起因であるとされ，つぎのようにいわれる．「……この計算
　対象の二元性こそ，動態学説の特異性，複雑性，多面性が由来するのであり，
　そうしてワルプ，ゲノkトマッヘルを対立せしめた根本的原因が胚胎するので
　ある．」（前掲書，283頁．）
4）われわれが，一般にシュマーレンバッハ以降のドイツ動態論の展開のうち
　に，会計の基本的な計算構造の問題を考察する手がかりを求めることが赦さ
　れるとすれば，そこにはごく大まかにいって二つの流れを認めることができ
　るであろう．すなわち第一は，会計の果すべき第一義的な課題を成果の算定
　に求め，収支計算を基礎として期間損益計算の仕組みを説明しようとする立
　場であり，シュマーレンバッハーワルプーコジオールによって代表される．
　第二は，収支的成果動態論に対する一種の批判として登場してきたルフチー
　トームスらの説く資金動態論であり，それは，会計の果すべき役割を経営活動
　それ自体の「全般的，相互関連的な管理ないしは調整」（「会計学基礎講座」，
　1，有斐閣　昭和45年，154頁）に求め，会計の基本構造を支払資金循還とい
　う視点より説明しようとする。後者の流れの検討は別の機会にゆずりたい。
1　シュマーレンバッハの収支概念と．期間損益計
　算の基本構造
　周知のようにシュマーレンバッハは期間損益計算の仕組みを説明するに
あたって収支計算より出発し，「期間利益」（Periodengewinn）の合計は
「全体利益」（Totalgewinn）に等しいという「合致の原則」（das　Prinzip
der　Kongruenzheit）を前提として期間損益を収支にかかわらしめて把握
することを考える1｝．
　この場合かれは，単純な収支計算がそのままで収益費用計算となり，収
支計算の結果が収益費用計算の結果と一致するような「全体損益計算」
（TotalgeWinnrechnung）というものを想定する2）．ここにいう収支は，本
来，物財的な給付・費消の貨幣価値的表現3）一かれは貨幣をもって諸財
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の多角関係を一つの関係に単純化し，諸財を計数的に表示するものすなわ
ち価値側定の尺度とみなす4）一と考えられる．すなわちかれは，さしあ
たり利益をもって企業が外部より調達し消費した財または用役の価値一
これは「費用」（Aufwand）と呼ばれる一一とそれによって新たに創造し
た財または用役の価値一これは「給付」（Leistung）；「収益」（Ertrag）
と呼ばれる一の差額として認識し，基本的には物財的な利益概念を念頭
におく5〕．そしてかれは，貨幣的価値をもった財貨を貨幣と同一視すると
いうことを前提として，収益と費用は収入と支出によって測定されると説
く．したがって収支は，具体的な現金在高の増減としての収支ではなくて，
収支事象を惹起する原因としての給付＝収益と費消＝費用の抽象的な貨幣
価値的表現として，「費用を意味する支出額，収益を意味する収入額」6）
と解せられる．このような意味での収支計算は，本来物財的な思考を前提
とする給付・費消の貨幣価値計算である．したがってその本質は，現金在高
それ自身の増減計算ではなくて，その増減＝収支事象の原因計算＝表計算
であり，具体的な現金の増減はかかる原因計算によって生ずる結果である
と考えられる7）．そして全体損益計算では，純粋な財務過程より生ずる収
支はすべて相互の相殺的な効果によって解消され，信用の介在による収支
の流れと収益・費用の流れとの期間的な乗離も一時的な現象にすぎない．
したがってここでは収支の流れはすべて収益と費用に結びつくので，収入
と支出を完全に補捉しさえすれば，総収入と総支出の差額をもって損益と
みなすことができる．そしてこのことは，全体損益計算のもとでは収支計
算がさしあたりいわゆる損益法的な利益計算＝収益費用計算＝損益の抽象
的な原因計算として成立することを意味する．しかも抽象的な収支の差額
として計上される損益は，現金収入総額の現金支出総額の超過分として企
業の解散時に手元に残留する現金在高と一致するはずである．したがって
また単純な収支計算によって算定される損益は，財産法的な利益計算方式
による純財産の増加分としての利益に等しくなるはずである．それゆえ全
体利益計算では，すべての損益事象を最終的に現金収支との解消関係にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　91
いて説明し，損益の抽象的な原因計算としての収支計算のみで損益を算定
しうると考えられる8）。
　シュマーレンバッハは，このような全体損益計算の構想より期間損益計
算の基本構造を収支計算を基礎として構築するために，合致の原則が成立
するための前提として期間損益計算の「継続性」（Kontinuitat），すなわ
ち企業が生産・消費するすべての給付が今期のみならず，後期，前期などい
ずれかの期間に計上されるべきことを説く．そしてかれは，このような意
味での「継続性原則」（das　Prinzip　der　Kontinuitat）を期間損益計算の基
本構造を支える支柱として設定する9）．すなわちかれによれば，期間損益
計算においては収支の流れと収益・費用の間に期間的な乗離があり，全体利
益計算にみるような現金収支計算と収益費用計算の同一性およびその結果
の一致は期待しえない1°）．したがってここでは，収支にかかわらしめて収
益と費用を計数的に把握するためには，期中において未解決な収入，支出，
収益，費用を「未解決諸項目」（schwebende　Posten）として収支記録より
分離しこれを次期に引渡すことによって合致の原則の前提である期間損益
計算の継続性を図ると共に，そこに残留する抽象的な収支を基礎として期
間的収益と費用を確定し，両者の比較対応により期間損益を算定しなけれ
ばならない．これよりシュマーレソバッハは，未解決諸項目を収容しこれ
を次期に繰越すことによって合致の原則を保障する手段を貸借対照表に求
め，また未解決収支を排除した収支残高を基礎とする損益計算書の作成と
それによる損益の算定を説く．この場合貸借対照表は収支と収益・費用を
期間的に調整する「緩衝器」（Ausgleichspuffer）・「連結帯」（verknttpfen・
des　Band）として，損益計算の有用な「補助手段」と解せられる・これに
対して収支残高を基礎とする損益計算書は，企業が創造する価値＝給付と
この給付の創造のために喪失した価値＝費消とを収支にかかわらしめて期
間的に測定したものとして，「本来的な利益計算」と呼ばれる11）．そして
かれは，二つの計算書にかんするこのような理解を前提として，つぎのよ
うな損益計算書および貸借対照表シェマーを描きだすのである’2）・
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（積極） 貸借対照表 （消極）
???? ?????????????????
（借方） 損益計算書
???????????????????
（貸方）
ー???「?欄の朗吟期の支出IZ
今期の費用・前期の支出　　8．
今期の費用・後期の支出　　9．
今期の費用・今期の給付　　10．
今期の費用・前期の給付　　11．
今期の費用・後期の給付　　12
今期の給付・今期の収入
今期の給付・前期の収入
今期の給付・後期の収入
今期の給付・今期の費用
今期の給付・前期の費用
今期の給付・後期の費用
　さらにシュマーレンバッハは，貸借対照表の階方を経営の「前給付」
（Vorleistung），貸方を「後給付」（Nachleistung）と呼ぶ．かれによれば，
借方は主として後期に利用しうる価値を，貸方は未済の給付で後期の給付
ないしは支払（または未だ補償されない費用）をそれぞれ計上するという
意味で，貸借対照表項目は「未解決の前給付および後給付」として把握さ
れる．そしてこのことは，周知のようにかれのビランツシェマーにおける
貨幣項目とそれに対する資本金項目の収支的な説明をめぐる困惑として現
われる．すなわちここでは，現金およびその他の支払手段は，「費用と給
付により相殺されず，収入と支出によって計算される支出と収入」13）の範
疇に含まれるべきものと説明される．かれによれば，経営が必要とする支
払手段は，その他の借方項目と同様に後期に利用しうる価値＝前給付とい
う性格をもつとはいえ，それがその他の諸項目より区別されるのは，貸幣
が購買された価値ではないという理由による．しかしながら貸幣は，その
他の価値物と同様にそれが購買もしくは交換により企業に流入したと考え
るならば，所有貸幣の額は支出に基ずき把握可能であり，したがって貨幣
は，財を購入して未消費の状態にある給付とみなされる．また資本金は，
それが収入・未支出として他人資本と同様の範疇に含められるにせよ，資
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本は「払込および増殖して外部に流出しない利益」であり，資本が価値＝
財産であるというのは，この意味である14）．
　後にシュマーレンバッハは，支払手段と資本金について，それらは「収
入支出計算を費用収益計算たらしめる未解決項目となんら関係がない」15）
と述べ，貨幣と資本金の出現の事情を簿記技術的に説明することにより，
上記の見解を否定すると共に，ビランツシェマーもまたつぎのように改め
る・そしてかれは，「上述の支払準備項目および資本金以外に貸借対照表
に出現するのは，これらの未解決項目である。動的貸借対照表においてわ
れわれの特別の注意を喚起するのは，これらの未解決項目である」16）と説
き，支払手段と資本金の収支的説明を断念するのである．
（借） 貸借対照表 （貸）
???????????? ?????????????????????，?
　こうしてシュマーレンバッハによれぽ，期間損益計算においては期中の
すべての取引は収支を基礎として一元的に把握され，これらの収支記録は
期未決算整理を媒介として期間的な限定をうけ，貸借対照表と損益計算書
に分解されることになる．そして貸借対照表の損益計算機能は，その手段
性とりわけ間接的・補助的・非独立的な手段性に求められ17），損益計算書
の貸借対照表に対する損益計算機能上の優位性が主張される．そしてこの
ことは同時にまた，貸借対照表の財政表示的な機能を損益計算目的の背後
に著しく後退させることになるのである．しかも貸借対照表の内容が未解
決項目の計上に力点をおかれることから’8），一般に指摘されるように支払
手段とそれに対する資本項目の説明を著しく困難にする．そしてこのこと
は，すでにみたようにシュマーレンバッハの場合，収支計算はあくまで損
益の抽象的な原因計算ないしは期間的な収益と費用の測定にかかわるもの
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として考慮されるにすぎない，ということによるのである．すなわちここ
では具体的な現金収支の増減計算という問題は当初より度外視され，現金
それ自体の増減計算の成立ないしはその結果えられる現金在高としての貨
幣項目の説明の途は断念されているのである．そのうえ未解決諸項目は，
主として財貨系列の勘定科目に関りをもち，そのビランツシェマーにおい
て支配的な地位を占めるのに対して，貸幣系列の項目である支払手段と資
本金項目は副次的なものとして補助的な意味を与えられるにすぎない．し
かもここでは貨幣項目は現金のみを意味し，信用貨幣は支出・未収入，収
入・未支出として未解決項目に含められ，収益・費用の勘定と共に財貨系
列の勘定において処理されるのである．
　　1）　ESchmalenbah，　Dynamische　Bilanz，7．　aufL，　S．96～97．
　　2）　E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．114．
　　3）　ESchmalenbach，　a．　a．0．，　S．97，113～114．
　　4）　E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．8．
　　5）　シェマーレンバッハのこうした物財的な思考の背景には，っぎにみるよう
　　　なかれの企業観とそれに規定される会計観が横たわっている。
　　　　シユマーレンバッハは，さしあたり私的営利企業の国民経済的・共同経済
　　　的役割を強調することから出発して，企業をもって「共同経済の一機関」
　　　（ESchmalenbach，　a・a・0・，　S・93）として促え，かかる企業の経済活動の
　　　目標を一定の効用と稀少性をもった国民経済的価値の生産・創造に求める
　　　（E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．1）．ここにいう「国民経済的機関としての
　　　経営」（ESchmalenbach，　a・a・0・，　S・94）とは，専問経営者によって運営さ
　　　れ，建全な維持と合理的な発展を遂げるべきものとして（神田忠雄「現代資
　　　本主義と会計」，1971年，法政大学出版局，212頁），経済性＝共同経済的生産性
　　　一かれによれば，経済性の実現の度合を示すものは原則的には共同経済的
　　　利潤であり，それは，国民経済的価値計算の問題である一という経済原則
　　　によって支配されるべきものと解せられる．そしてかれは，企業が共同経済
　　　的生産性の増大という課題を果すためには，生産共同体という組織の有効・
　　　適切な監督・統制が必要であると説き，会計＝経営計算制度をもって与件と
　　　しての目的の合目的な追求の手段として位置ずける。かれによれば，会計は
　　　何よりもまず企業が一定の経済行為を遂行するにあたって下す各種の評価の
　　　過程を饗導し．合理的な経営管理による共同経済的生産性＝経済性φ増大を
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　図るための評価機構である（ESchmalenbach，　a．　a．0，，　S．2～4，7～12）．
　評価機構としての会計は，評価のプロセスをつうじて，（1）不経済的な企業の
　改善ないしは中止，（2）経済的な企業のいそうの発展とこれらの企業に対する
　国民経済的な資本の供与，（3）有能な経営指導者の選択を可能にする（ESch－
　malenbach，　a．　a．　O．，　S．93）．そこで会計は，まさしくこのような意味での
　経済性計算をその主要な課題とする．
　　ところでここにいう経済性とは何かについては，シュマ・一レンバッハ自身
　必ずしも明確な規定を与えているわけではない．とはいえわれわれが，経済
　性ないしは経済性計算にかんしてかれのいうところを辿ってみるならば，か
　れは，自由主義経済においては私経済的な利益が国民経済的・共同経済的な
　利益と一致するという見解を原則的なものとして承認し，それを前提として
　経済性の指標としての国民経済的な利益を私経済的な「収益性」と解してい
　ることを知るであろう。そこよりかれは，国民経済的・共同経済的な利益を
　私経済的な収益性，国民経済的価値計算としての経済性計算を計算の確実性
　と実行可能性のゆえに収益性計算をもって代替せしめるのである（ESch－
　malenbach，　a．　a．　O．，　S．7，93～96）．
　　自由主義経済における私経済的な利益と共同経済的な利益との終局的な一
　致，それによる経済性と収益性の同一視，それより導きだされる経済性計算
　に代替する収益性計算というようなシュマーレンバッハの論理展開に対して
　は，ニックリッシュ，リーガー，シェーンプルークなど，一般に多くの論者
　による批判がある．例えば，この問題についてシェーンプルルークは，つぎ
　のようにのべている。すなわち，「かれの共同経済的公準は，それが設定さ
　れるその瞬間には，無関係なものとして排除される。……シュマーレンバッ
　ハの経済性は，要するに，主張されている共同経済的生産性一般とは無関係
　であって，隠蔽された収益性以外の何物でもなく，かれが収益性計算を選択
　原理とすることを，なぜはっきりと公言しないかが実際わからないのであ
　る．」（シェ　h一ンプルーク「経営経済学」，248～249頁）
　　この問題は基本的にはシュマーレンバッハ経営学の本質をいかなる視角よ
　りどのように理解するかという問題であり，別に稿を改めて考察することを
　必要とするであろう．
6）山下勝治「貸借対照表論，貸借対照表法の近代化」　（中央経済社，昭和42
　年），276頁，
7）　谷端長「動的会計論の構造」　（森山書店，昭和33年），85頁．
8）　山下勝治，前掲書，206～208頁．
9）　E．Schmalenbach，　Dynamiche　Bilanz，7．　AufL，　S．99．
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　シュマe一レンバッハは，継続性原則により期間損益の合計＝全体損益とい
う合致の原則を保障し，それにより全体損益計算にみるような収支計算を基
礎として会計の形式構造を説明することの正当性とそこで算定される損益の
正確性を強調する．他面かれは，その出発点としての経済性計算の要請より
比較可能性原則を設定し，それにより期間損益計算の合計＝全体利益という
仮定に立脚する期間損益計算の形式構造を実質的に修正する．すなわちシュ
’？・・一レンバッハは，「一つの経営が如何なる程度に経済的かどうかを知るの
は重要である。とはいえ経済性が如何に変化をしたかということを知るのは
いっそう重要である・」（Dynamische　Bilanz，7，　Anf1．128）とのべ，私的営
利企業の発展衰微の動向を把握するために損益計算の比較の重要性を説き，
経済性原則の一原則として比較性の原則を設定する．そこよりかれは，経済
性計算の可反的な正確性に代えて相対的な正確性という概念を導きだし，期
間損益計算が正確性を犠牲にしても比較性に奉仕すべきことを説く．そして
かれによれば，期間損益の比較性を保障するためには，企業内部的な「経営
の仕方」（Betriebsgebarung）のみならず，企業外部的な市場の作用例えば
経済機構の変化，景気，季節，流行なども考慮せざるをえないので，比較性あ
る経済性の尺度としての利益の測定のためには，価値，価格貨幣価値など
の変動を考慮しなければならない．シュマーレンバッハはこのような論理
ずけにより，合致の原則と継続性の原則を前提とする収支計算に基ずく期
間損益計算の基本構造に対し，いわゆる「超期間的な損益勘定」（ein　ape－
riodisches　Erfolgskonto）を導入することによって経済性の尺度としての利
益の比較可能性を強調するのである。
　飯野教授は，収支計算を基礎とする損益計算構造を支える継続性原則と，
そこで計算される利益の内容より規定される比較性原則との計算構造上の関
係を問われ，それを「一致の原則と比較性の原則との相克」と呼ばれ，っぎ
のように論評される。すなわち「彼シュマーレンバッハの場合には，合致の
原則と比較可能性の原則とが計算原則に関する二大支柱を構成するとはいえ，
両者は決して同一の平面の上に，同列にならべられているのではない。何れ
の期間にも帰属しない超期間利益という概念をもちだすことからも明らかの
ように，比較可能性をより重視し，ときには合致の原則を修正する．このこ
とは利益をもって経済性の表現とみなす彼の立場からすればけだし当然のこ
とというべきである，」（神戸大学会計学研究会編「シュマー・レンバッハ研
究」，中央経済社，昭和29年．63～64頁．）そして教授は，シュマ・一レンバ
ッハの経済性計算と比較可能性ある利益の概念は，当期業績主義的な利益概
念であるのに対し，収支計算と合致の原則ないしは継続性の原則を支柱とす
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　る利益概念は包括主義的な利益概念であり，したがってシュ“r・一レンバッハ
　は二つの利益概念ないしは計算原則を無差別にその所説に導入すると評され，
　そこよりシュマーレンバッハ学説の本質を経営管理を主目的とする学説とし
　て位置ずけられるのである．
10）ESchmalebanch，　a．　a．0．，　S．114～116．
11）E．Schmalebanch，　a．　a，0．，　S．118～11，121．
12）E・Schmalebanch，　a，　a，0，，　S．120～121．
　　このような貸借対照表および損益計算書シェマーの成立のプロセスをここ
　で補足しておく．
　シュマーレンバッハは，さしあたり収入・支出の流れと費用・収益の流れ
との結合関係を問い，これを三っに区別する。すなわち第一は，収入・支出
と収益・費用との間に期間的な乖離があるにせよ，両者が一定の結合関係
をもつ場合（ESchmalenbach，　a，　a．0．，　S．114～116），第二は，収入・支
出によって解消されない収益・費用の場合（ESchmbalenach，　a．　a．　O．，　S．
116～117），第三は，収益・費用によって解消されない収入・支出の場合で
ある（E・Schmalenhach，　a．　a．0．，　S．117～118）．
　第一の事例では，現在の収支のみならず過去と将来の収支をも含む収支の
流れと収益・費用の結びっきが問われる．まず今期に発生した収支を基準に
して収益・費用の期間的な帰属を考えるなら，支出と費用の関連は，（1）今期
の支出・今期の費用，（2＞今期の支出・後期の費用，（3）今期の支出・前期の費
用，収入と収益の関連は，（1）今期の収入・今期の収益，②今期の収入・後期
の収益，（3）今期の収入・後期の収益という六つの基本的な体型に分類される．
また後期に発生する収支と当期の収益・費用との関連を考慮にいれることに
よって，支出と費用，収入と収益の関連は，後期の支出・今期の費用，後期
の収入・今期の収益という体型として現わすことができる．さらに前期に発
生した収支と当期の収益・費用との関連より，前期の支出・当期の費用，前
期の収入・当期の収益という体型が導きだされる．そしてシュマーレンバッ
ハは，これらの結合関係を「今期」を中心に費用，支出，収益，収入の順に
再構成し，つぎのような十個の基本的な体型として呈示する。
　（1）今期の費用・今期の支出
　（2）今期の費用・後期の支出
　（3）今期の費用・後期の費用
　（4＞今期の支出。後期の費用
　（5）今期の支出。前期の費用
　（6）今期の給付・今期の収入
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　　（7）今期の給付・後期の収入
　　（8）今期の給付・前期の収入
　　（9）今期の収入・後期の給付
　　⑩　今期の収入・前期の給付
　　第二の事例では，収支によって解消しない収益・費用のうち，それらの相
　互的な相殺が前期・後期にわたる場合，それより生ずる費用・収益の相互間
　の不一致が問題であり，これは，費用については今期の給付・後期の費用，
　収益については今期の費用・後期の給付という体型として示すことができる．
　　さらに第三の事例では，収益・費用とは本来無関係な収支の今期を中心と
　する相互間の不一致が問題であり，収入については今期の収入・後期の支出，
　支出にっいては今期の支出・後期の収入として体型化される。
　　そしてシュマーレンバッハは，収支の流れと収益・費用とのこれらの結合
　関係を基礎として，そこに収入と収益，支出と費用，収益と費用，収入と支
　出の間に期間的な乖離がある場合，それらを未解決諸項目として収支記録か
　ら分離し貸借対照表をっうじて次期へ繰り越すことを考える．この場合か
　れは，かかる未解決諸項として，第一の事例より支出と費用の関係について
　は「支出・未費用」（Ausgabe，　noch　nict　Awfwand）と「費用・未支出」
　（Aufwand，　noch　nicht　Ausgabe），また収入と収益の関係については「収
　入・未給付」（Einnahme，　noch　nicht　Leistung）と「給付・未収入」（Lei・
　stung，　noch　nicht　Einnahme）を，第二の事例より「費用・未給付」（Au・
　fwand，　noch　nicht　Leistung）と「給付・未費用」（Leistung，　noch　nicht
　Aufwand）を，第三の事例より「収入・未支出」（Einnahme，　noch　nicht
　Ausgabe）と「支出・未収入」（Ausgabe，　noch　nicht　Einnahme）をあげ
　るのである（E．Schmalebenach，　a．　a．0．，　S．118～119）．
13）ESchmalenbach，　a．　a．0．，　S．119．
14）ESchmalenbach，　a．　a．　O．，　S．122～123．
15）E．Schmalenbach，　Dynamiche　Bilanz，11　aufL，　S．26．
16）E．Schmalenbach，　a．　a．0．，　S．16．
17）谷端長，前提書，59頁．
18）周知のようにシュマーレンバッハ動態論成立の経済的・客観的基盤は，固
　定資本の増大，自由競争の排除と産業のカルテル化，官房化せる大経営（R・
　Borkowshy，　Die　Bilanztheorien　und　ihre　wirtsshaftlichen　Grundlagen，
　p．95～98）をもって特色ずけられるようなドイツ独占資本主義の生成・発展
　のうちに求められるであろう．そしてそこでの支配的な会計実践すなわち過
　少評価＝過大償却＝秘密積立金の形成という現実のもとで，従来の静態的な
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財産計算原理を基礎とする財産評価論はその存立の意義を失い，財産価値計
算に代替する新しい会計方式として動態論という会計理論ないしは会計思考
が生まれた．そしてこのような事情を念頭におくならば，シュマーレン・ミッ
ハの関心が設備資産に対する財産価値的意味ずけの徹底的な排除に向けられ，
これを未解決項目として位置ずける必然性や，それによる貨幣および資本金
項目の説明の困難性を生ずるゆえんも理解しうるであろう．その点，宮上教
授がシュマーレンバッハ動態論の問題性をこの点に求められ，動態論を公表
企業会計制度における過大償却実務の美化・合理化論として把握され，収支
計算の意義をそのための原価配分論にあるとみなされ，貨幣項目の問題に重
要性を与えられないのは，この限りでは至当であろう，（宮上一男「企業会
計の理論」，森山書店，昭和40年，7頁．）
2　ワルプの収支概念と期間損益計算の基本構造
　これに対してワルプは，期間損益計算の基本構造を説明するにあたって，
成果の獲得・費用の補償という企業目的に規定される経済活動の総体を給
付とその対流としての貨幣の流れによって構成される統一体・交換経済的
過程と解することより出発する1）．さしあたりこの過程は，企業が一定の
資本と引きかえに市場より「経済的価値形態における給付」（Leistung　im
Gestalt　von　wirtschaftlichen　Werte）を受けいれ，その生産的な消費によ
って新しい給付を産出し，これを再び市場へ送りだす過程，すなわち一定
の給付の「流入」と「流出」の過程として把握される．この場合流入・消
費される給付は「消極的給付」（passive　Leistungen），それにより新たに
生産される給付は「積極的給付）（positive　Leistungen）と呼ぼれる2）．し
かもまた一定の給付の企業への流入と企業からの流出には「給付に対する
反対給付」という意味での貨幣の支払を伴うので，この過程はまた，給付
の流入・流出に対する「支払の流出」（die　ausgebende　Zahlung）・「支払
の流入」（die　eingehende　Zahlung）の過程として捉えることができる．そ
こで総じてこの過程は，給付の流れと貸幣の流れの統一体として成立する．
この場合給付の対流としての貨幣の流れは，「即時的な支払」（die　sollstige
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Zahlung）すなわち現金取引のみならず，信用取引による「将来的な支
払」（die　zukUnftige　Zahlung）をも含む．将来的な支払は，これを惹起
する給付に対する反対的な現金の支払を伴うと考えられるからである3）．
　企業の経済活動に対するこのような見方を前提として，かれは，かかる
取引過程において発生するすべての取引を財貨と貨幣の流れに対応して
「給付側」（Leistungsseite）＝「糸合付系列」（Leistungsreihe）と「支払側」
（Zahlungsseite）＝「支払系列」（Zahlungsreihe）という二つの系列より独
自に把握可能であり，成果は二重に算定しうると説く4）．この場合，給付
系列による損益計算は，貨幣によって評定された物財的な給付の流入・流
出＝実質的な財運動の過程を費用＝「消極的成果計算要素」・収益＝「積
極的成果計算要素」として認識し，収益と費用の対応による損益計算を予
定する5）．したがってここでの収支＝貨幣計算は，損益の発生原因別計算
＝成果計算要素の発生源泉別計算として抽象的名目的な貨幣価値計算であ
る．他方，支払系列による損益計算は，財の対流としての貨幣の流入・流
出＝貨幣運動の過程を収益収入・費用支出として誠識し，両者の差額とし
て損益を捉えることをねらいとする．すなわち支払系列に基ずく損益計算
は具体的な貨幣量の増減計算であり，ここでの貨幣＝収支計算は具体的な
収支計算と解せられる．したがってワルプの場合貨幣＝収支計算は，給付
系列における抽象的な収支計算と支払系列における具体的な収支計算とを
含み，収支概念は基本的には二つの意味に解せられる．それと同時にここで，
は貨幣の価値測定機能と共に交換手段としての機能が念頭におかれる6）．
　ワルプは，企業の経済活動と貨幣収支計算に対するこのような見方より
複式簿記の基本構造を説明しようとする．すなわちかれは，まず財貨と貨
幣の流れに対応し複式簿記の基本的な勘定として「給付系列勘定」（Kon－
ten　der　Leistungsreihe）と「支払系列勘定」（Konten　der　Zahlungsreihe）
を設定する．そしてかれはそこでの取引の二面的な把握，すなわちすべて
の取引の給付系列勘定と支払勘定への同時・同額的な双方記入，ないしは
いずれか一方の系列の勘定での貸借二重記入，期末における給付系列勘定
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の集合損益勘定への，支払系列勘定の残高勘定への振替，そこより誘導さ
れる損益計算書と貸借対照表による成果の二重表示を説く7｝．この場合，
損益計算書は給付系列による抽象的な収支計算を基礎とする損益計算，こ
れに対し貸借対照表は支払系列による具体的な収支計算に立脚する損益計
算として，両者はそれぞれ損益計算機能という点で独自性・直接性をたも
ち，同等の地位におかれる8）．
　ワルプは，企業の経済活動を交換経済現象として捉え，そこより二勘定
理論を導きだし，それを基礎として期間損益計算の仕組みを説明するにあ
たって，シュマーレンバッハの全体利益計算という仮定に対して動態的な
単純な取引過程を想定する9）．ここにいう単純な取引過程とは，給付の流
入・流出がすべて貨幣の流出・流入と結びつくような取引過程を意味する．
そしてワルプは，このような取引過程における損益発生の基本的な視角を
収支事象と損益発生＝成果計算要素の源泉との関連に求め，交換経済的給
付過程と成果計算要素の結びつきを問うことから出発して，漸次これを非
交換経済的給付過程にまで敷術し，その関係をほぼつぎのようなものとし
てさし示すのである1°）．
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り二面的に把握しうると考えられる．後老すなわち「非損益作用的ないし
は非本来的交換経済的給付過程」（die　erfolgsunwirksamen　od．　uneigentli－
chen　Leistungsvorgange）より生ずる貸借取引は，支払系列内部での流入・
流出計算である．そしてそれは相互に相殺的な効果をもつために，いわば
「中性的計算」（Neutralbegleichtung）として成果の大きさには無関係な
ものと解される11）．ここよりかれは，費用・収益をもって損益作用的・交
換経済的給付過程のみならず非交換経済的給付過程より発生する内部経営
的ないしは副次的な成果計算要素も含めて一会計期間に発生した経営のす
べての「価値犠牲」（Wertopfer）および同期間に産出されたすべての「価
値生成」（Werteutstehung）の貨幣価値的表現として規定する12）・
　ワルプは，単純な取引過程における給付系列と支払系列による損益計算
の二重性という仮説を媒介として，期間損益計算の二重構造を説明するこ
とを求める．かれによれば，現実の期間損益計算においては収支は即時的
な現金収支のみならず将来的な収支を含むため，このような仮説はそれ自
体としては妥当しない．将来的な収支をも含む拡大された収支計算におい
ては，給付の流入・流出計算と支払の流出・流入計算との間には期間的な
ズレがあり，期間的な調整を必要とする13）．したがって期間的収益と期間
的費用および期間的収入と期間的支出の対応により期間損益を二面的に把
握するためには，二つの系列の計算をそれぞれ修正しなけれぽならない．
そのためワルプは，つぎにみるような二つの修正計算すなわち「返戻計
算」（RUckverrechnung）と「追加計算」（Nachverrechnung）を導入し
それによってこの問題の解決を図ろうとする．
　第一の返戻計算は，給付系列の諸勘定に記入された成果計算要素のうち
より，期間損益の限定のため当期の収益・費用とはみなしえない諸要素
一ワルプはこれを「過大記帳」（zuvielverbuchte　Mehrverbuchung）と
いう一を分離し，これを次期以降の成果計算要素として処理する手続で
ある．かれは，過大記帳に対する返戻計算が適用される事例として二つの
場合をあげる．すなわち給付系列勘定の借方（費用）が過大記帳となって
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いる場合には，この部分を同勘定への貸方記入によってそこより排除する
と共に，支払系列勘定の借方（収入）に振替える．ワルプによれば，この
支払系列勘定への借方記入は，期中においては支出として記帳された部分
が収入として返戻されたことを意味し，この返戻部分は「返戻計算支出」
（die　zurUckverrechnete　Ausgabe）と呼ぼれる．これに対し給付系列勘
定の貸方（収益）が過大記帳となっている場合には，その部分を同勘定へ
の借方記入によってそこより排除し，同時に支払系列勘定の貸方（支出）
に振替える．この支払系列勘定への貸方記入は，期中においては収入とし
て記帳された部分が支出として返戻されたことを意味し，この返戻部分は
「返戻計算収入」（die　zurttckverrechnete　Einnahme）と呼ばれる．
　第二の追加記入は，期中において成果計算要素として給付系列の諸勘定
に未記入となっているが，期間損益の算定上当期の成果計算要素として当
然計上すべき諸要素一ワルプはこれを「過少記入」（zuwenigverbuchte
Minderverrechuung）という一を給付系列諸勘定に追加計上する手続で
ある．かれは，過少記帳に対する追加計算が適用される事例として二つの
場合をあげる．給付系列勘定の借方（費用）が過少記帳となっている場合
には，この部分を同勘定への借方記入によって消極的成果計算要素として
追加計上すると共に，支払系列勘定の貸方（支出）へ振替える．ワルプに
よれば，この支払系列勘定への貸方記入は将来の支出の計上を意味し，そ
れは「追加計算支出」（die　nachverrechnete　Ausgabe）と呼ばれる．これ
に対し給付系列勘定の貸方（収益）が過少記帳となっている場合には，こ
の部分を同勘定への貸方記入によって積極的成果計算要素としてこれを認
識すると共に，支払系列勘定の借方（収入）に振替える．かれによれば，
この借方記入は将来の収入の計一ヒを意味し，「追加計算収入」（die　nach－
verrechnete　Einnahme）と呼ばれる．さらにワルプによれば，このよう
な返戻・追加計算は，給付系列勘定の場合それぞれの給付勘定において加
減されるので，給付系列勘定の集合としての損益勘定には個別的には現わ
れない，支払系列勘定の集合としての残高勘定には，本来の支払系列諸勘
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定の残高のほかに，給付系列諸勘定における返戻・追加記入を媒介として
返戻支出と収入，追加収入と支出が計上される．したがって残高勘定は，
期間損益計算上修正された収入と支出の残高を表示する．しかも返戻・追
加計算によるこれらの収支は，給付系列諸勘定の修正に基ずく在高計算の
影響をうけるため，残高勘定は，本来の動態的な収支残高と給付系列諸勘
定の修正より生ずる静態的な収支残高との混合であるということになる．
そしてこのような収支の混在を純化すると共に，静態量としての収支の財
産表示的な機能を再認しようとする立場，それは，すぐ後にみるようにコ
ジオールへの途であった．
　さらにワルプは，この修正された収支計算の残高を基礎として算定され
る支払系列による損益は，一般にいうような財産法的な損益計算に立脚す
る具体的な損益ではなくて，給付系列による損益と同様に抽象的な成果と
みなす．すなわちかれは，簿記による損益計算は価値の犠牲としての費用
とその生成物としての収益という貨幣価値的表現をとった損益計算であり，
具体的な損益ないしは具体的な財産増減計算は，「棚卸貸借対照表」（lnve－
nturbilanz）によって行なわれるべきものとして，この棚卸貸借対照表を
第三の損益計算法として位置ずけるのである16’．
　こうしてワルプは，返戻・追加計算の結果作成される，つぎのような損益
計算書および貸借対照表シェマーを描きだすのである’7）．
　　　　　　支払系列　　　　　　　　　　　　　　　給付系列
　　　　　　残高勘定　　　　　　　　　　　　　　　損益計算書
（借方）　・　　　　　　　　　　　（貸方）　　（借方）　　　　　　　　　　（貸方）
　支払系列の内容i支払系列の内容　　 給付支出　給付収入
　返戻計算支出　　返戻計算収入　　　　　返戻計算収益　　返戻計算費用
　追加計算収入　　追加計算支出　　　　　追加計算費用　　追加計算収益
1）E・Walb，　Die　Erfolgsrechmung　Privater　und　6ffentlicher　Betriebe，19
　26，S．21～26．
　　ワルプは，企業を経済人が遂行する，一定の資本の利用による財貨の調達，
生産販売という経済行為の発現形態の一つとして捉え（E．Walb，　Erfolg－
　srechnung　Privater　und　6ffenlicher　Betriebe，　S．19，21～22），企業の「資
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本収益性」（Kapitalrent）を選択原理として設定する（E．　Walb，　a．　a．0．，
S．350～359）．すなわちかれは，今日企業において資本の果す役割が著しく
増大するにっれ，資本収益性という問題は，すべての企業に共通した普遍的
・一ﾊ的な問題として多数の経済人の関心を惹起しているという認識より出
発する・そしてかれは，資本収益性としての利益を「成果の獲得」Erfolgse
rzielung）ないしは「費用の補償」　（Kostenerstattung）を目的として（E
Walb，　a，　a，0，　S，23）企業に「投下された貨幣総額」（werbende　Geldsun．
me）＝貨幣資本の維持・回収をこえてえられる貨幣的な余剰＝資本の「投下
の結果」（Werbungsergebnisse）と解する（E．　Walb，　a．　a．　O．，　S．347）．す
なわちかれは，今日の企業を存立せしめる経済制度の性格を「貨幣資本的経
済制度」（die　geldwirtschaftliche　Wirtschaftsverassung）　かれは貨幣を
まず各種の経済的な価値物の共通な公分母とみなし，貨幣資本を原則として
すべての企業の資本内容したがってまたこの資本の利用によって獲得される
利益内容を統一的に把握し，それらの内容の同一性を保障するものと考える
一として捉え，投下および回収されるべき資本と資本の利用によって獲得
される利益の概念を貨幣的な資本・利益として限定する（E．Walb，　a．　a．0．，
S．347～348）．
　ワルプは，私的営利企業の活動目的，そのために調達される資本，それに
より獲得される利益にかんするこのような見方を前提として，企業会計をか
かる経済形態に固有な会計領域として位置ずける．すなわちかれは，会計現
象一かれによれば，会計はごく一般的には経済活動にかんする「記録」
（Nortierung）と「その計数の組織化」（die　Organization　der　Ziffer）の
手段である一を経済人が遂行するすべての意識的な随伴現象として捉え，
その果すべき課題として一定の経済行為の遂行に必要な資本の調達源泉，そ
の変化および結果の解明をあげる。そしてかれは，とりわけ私的営利企業の
会計がその活動目的に規定され，成果計算とくに「経営の長期にわたる総成
果の算定」をその第一義的な任務とすると説く（E．Walb，　a．　a．　O．，　S．21～
27）．そこよりかれは，私的営利企業の会計の成果計算機能を前面にすえ，
すでに本文で示したような交換経済的企業観に基ずいて期間損益計算の仕組
みを説明しようとするのである．
　ワルプのいう資本収益性という概念は，さしあたり貨幣的な投下資本の機
能的な存在形態であり具体的な「資本担当者」（Kapitaltrager）としての設備，
手持品，貨幣価値物などが新しい財または用設の獲得のために消費され，そ
れらの売上収入によって原始資本部分が回収・再補償された後に残留する貨
幣的な余剰と解せられる．したがってこの概念は企業の総利益を投下資本に
対する関係として捉えることによって認識される概念である（杉本秋男「動
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　的会計学研究⊥研精社，昭和12年，86頁）．そしてかれは，利益を貨幣的な
　余剰として認識しようとする場合には，さき『に回収されるべき資本部分（＝
　費用）の計算＝費用評価もまた当然に貨幣資本の回収を予定する取得原価主
　義に立脚することを説ぎ，これを「貨幣費用計算」と呼ぶ（E．Walb，　a。　a．0．，
　S．　348）．こうしてワルプはまず私的営利経済を存立せしめる現行の経済制度
　の本質を貨幣資本的経済制度として捉え，そこより貨幣資本概念，貨幣的な
　余剰としての利益概念およびそれらの総活としての貨幣資本維持に立脚する
　成果計算という一連の命題を導きだし，これらを成果計算問題における原則
　的なものとして承認する．ついでかれは，現実問題としては，かかる一般原
　則の修正を迫まる幾つかの要因があるが，この一般原則は，それらの諸要因
　を決して排除するものではなく，このような命題を一般原則として定立する
　ことの意味は，「資本収益計算を修正する影響」が大きいほどかえってこの
　原則的なものに照らして個別的な目的のためにいくつかの修正を試み，成果
　計算の改善をはかるべきことにある，と説く．とりわけかれは．貨幣的な資
　本維持説に対する実体維持論＝「財貨数量資本維持に立脚する成果計算」
　が，インフレなどにみるように，貨幣資本的な思考の不合理性が示されるよ
　うな条件のもとでも貨幣資本思考そのものを否定するまでにはいたっていな
　い以上（E・Walb・a・a・0・，　S・349～350），貨幣資本維持に立脚する成果計算
　は・何よりもまず成果の比較可能性に寄与する（E，Walb，　a．　a．0．，　S．347～
　348），そこで一般的判断のためには，実体維持説に立脚する成果計算は使用
　すべきではなく，実体維持説による成果計算は個別利益の算定として，この
　原則的なものに対する補助的作用を果す（a．a．0．，　s．360）と説く．
2）E．Walb，　a．　a．　O．，　S．28～29．
3）EWalb，　a，　a．0．，　S．42～43．
4）E．Walb，　a．　a．0．，　S．45～46．
5）E．Walb，　a．　a．　O．，　S．　28～29．
6）　高田正淳「収支損益計算論」　（千倉書努，昭和40年），21頁．
7）　E．Walb，　a．　a．0．，　S．57～61。
　　ワルプは交換経済的現象を給付と貨幣の対立的な流れの統一体として認識
　し，給付系列と支払系列による取引の二面的な把握と損益の二重計算という
　思考より，複式簿記の勘定組織を給付系列勘定と支払系列勘定に大別し，二
　つの勘定組織における記帳手続をつぎのようにさし示す．
　（1）給付であり現金取引ないしは信用取引を表示するもの．
　　（借方）給付系列　　××x　　　　（貸方）支払系列　　x××
　または
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　（借方）支払系列　　××x　　　　（貸方）給付系列　　×x×
（2）re付であり他の給付によっておきかえられるもの．
　（借方）給付系列　　××x
（3）現金取引
　（借方）支払系列　　x×X
（4）振替取引
（借方）支払系列
〃
〃
〃
〃
給付系列
支払系列
給付系列
給付系列
X××
××X
×××
×××
×　××
（貸方）支払系列　　×××
（貸方）支払系列　　x××
（貸方）支払系列
〃
〃
〃
〃
給付系列
給付系列
支払系列
支払系列
×　×　×
×××
××　X
×X×
×××
　　こうしてすべての取引は，’両系列への双方記帳ないしはいずれか一方の系
　列での貸借同時記入とその結果の相殺という形をとると考えられる．この場
　合ワルプは，収入と支出が給付の貸方と借方との反対記入であると考えるこ
　とによって，ここよりつぎの算式を導きだす．
　　〔（1）の給付記帳（貸方）一（1）の給付記帳（借方）〕＋〔（2）の給付記帳（貸方）一
　　②の給付記帳（借方）＋〔（4）の給付記帳（貸方）一（4）の給付記帳（借方）〕
　　　＝〔（1）の記帳収入（借方）一（1）の記帳支出　（貸方）〕＋〔（3）の記帳収入（借
　　　　方）一（3）の記帳支出（貸方）〕＋〔（4）の記帳収入（借方）一（4）の記帳支出
　　　　（貸方）〕
　　そこよりかれは，両系列の全体の平均，それによる両系列からの損益の二
　重計算を説くのである（E．Walb，　a．　a。　O．，　S．57～60）．
8）E．Walb，　a．　a．0．．　S．62～67．
9）武田隆二，前掲書，83頁．
10）EWalb，　a．　a．　O．，　s．31～38．
　　上図について簡単に説明を加えよう．「交換経済的成果計算要素」（die
　taschwirtschabtliche　E。　ment　der　Erfolgsrechnung）は，交換経済的給
　付過程を基礎とした成果計算要素であり，これは損益発生との関連でさらに
　二つのグループに大別される．第一は，「損益非作用的ないしは非本来的給
　付過程」（die　erfolgsunwisksamen　od．　uneigentlichen　Leistungvorgange）
　より発生する成果計算要素であり，これは「同一の態様で還流されるべき給
　付」すなわち「貸借」（Leihe）である．貸借は，本来貨幣の利用可能性を意
　味する．そしてそれは，貨幣に対する一時的な所有関係の変化を意味し，将
　来一定金額をもって返済しなければならない．したがて貸借による「貨幣の
　流入とその弁済」（Hereinnahme　und　RUckgabe）は，経済的給付の消費と
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　生産ではなく，損益の発生とは無関係である．第二は，　「損益作用的交換経
　済的給付過程」（die　erfolgswisksamen　tauschwistchafteichen　Leistungsv－
　organge）より発生する成果計算要素として「代金の支払よにって相殺され，
　純経済的な観点からは購買」と呼ぽ2Z．るような給付である．そしてこの給付
　は，成果の構成要素という点からみて「流入給付」（eingehende　Leistung）
　と「流出給付」（ausgehende　Leistung）に分けられる．前者は「生産物を産
　出する経済的給付」（hervorgebrachte　wirtshaftliche　Leistungen）すな
　わち上述の積極的成果計算要素としての収益を現わすのに対し，後者は，基
　本的には消極的成果計算要素としての費用を現わす．そしてこの給付は，即
　時的なものと漸次的なものを含むので，成果計算に対する関係は必ずしも一
　様ではない．総じてこの損益の発生と関係のある交換経済的給付過程は，具
　体的には（1）有形・無形の貨幣価値的財貨，（2）貨幣価値的用役給付，（3）貨幣価
　値的労鋤給付，（4）貨幣価値的資本利用の給付を含む．
　　これに対して「非交換経済的成果計算要素」は，交換経済的給付過程とは
　無関係であるが，損益発生と関りをもっ成果計算要素である．これは「内部
　経営的過程」（die　innerbetriebliche　Vorgtinge）に基礎をおく成果計算要
　素（例えば自己使用の目的で給付を生産し消費する場合発生する内部経営的
　収益と内部経営的損益）と，交換経済的給付過程と無関係であるのみならず，
　経営目的の達成という点で直接的な意味をもたない成果計算要素（例えば租
　税，寄附金，盗難，景気変動によるもの）に大別される．そして損益発生と
　関係する，交換経済的給付過程より生ずる成果計算要素と内部経営的過程よ
　り生ずるそれとは，直接経営目的に役立つという意味で「目的費用」（Zwe－
　ckaufwand）ないしは「目的収益」（Zweckertrag）と呼ばれる．これに対し
　副次的な成果計算要素は「副費用」（Nebenaufwand）ないしは「副収益」
　（Nebenertrag）と呼ばれ，それらはその性格の相違に即して強制的，恣意的，
　偶発的なものに分類される．
11）E．Walb，　a．　a．　O．，　S．47．
12）E，Walb，　a．　a．0．，　S．41．
13）E．Walb，　a．　a．0．，　S．45～51．
14）E．Wa！b，　a．　a．　O．，　S．73．70～72．
15）EWalb，　a．　a．　O．，　S．74．
16）E．NValb，　a．　a．0，，　S．88～90．
17）E．Walb，　a．　a．　O．、　S，94．
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IH　コジオールの収支概念と期間損益計算の基本構造
　コジオールは，企業における財務簿記の基本構造とこの簿記と有機的な
関連をもつ期間損益計算の仕組みを「収支過程に基ずいて一1説明しようと
する立場を「収支的損益計算」（die　pagatorische　Erfolgsrechnung）と呼
ぶ1）．
　コジオールは，収支的損益計算の仕組みを説明するにあたって，財（＝価
値）の「実質的な生産過程」（der　reale　Erzeugungsprozess）＝「実質的な財
運動」（der　reale　GUtervorgang）erk企業の最も基本的な過程であり，この実
質的な財運動（；価値循環ないしは価値の姿態変換）の過程は，「名目的な貨
幣運動」（nominale　Geldbewegengen）によって代替されるという見方よ
り出発する．そしてかれは，「収支的損益」（der　pagatorische　Erfolg）を
「収益収入（Ertragseinnahme）と費用支出（Aufwandsausgabe）ないしは
収益と費用の差額」として規定する2）．すなわちかれは，財の実質的な生
産過程はさしあたり価値尺度としての貨幣によって評定された財の流入・
流出とみなしうるので，そこには財の流入＝貨幣の流出，財の流出＝貨幣
の流入という関係が成立しているはずであり，実質的な財運動は貨幣運動
として把握することが可能であると説く．そしてかれは，貨幣運動が財の
流れと一定の関係を保持しつつ，財運動から独立した貨幣それ自身の運動
すなわち財の流入・流出に呼応する具体的な貨幣量の流入・流出＝貨幣量
の増減・移動運動を展開すると考え，この貨幣量の増減・移動をもって収
入・支出として認識する3）．これよりコジオールは，収益を財の生産・販
売に結びついた収入＝一定の貨幣量の流入，費用を財の購入・消費に結び
ついた支出＝一定の貨幣量の流入として捉え，それぞれ収益収入，費用支
出と呼ぶ．そしてかれは，財運動に随伴される，市揚との取引による貨幣
運動がおのずから財運動を代理するということから，収益収入と費用支出
の差額としての収支的損益を「貨幣的な余剰」と解する4）．
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　シュマーレンバッハが全体損益計算における一致の原則を前提として期
間損益計算の構造を説明しようとするのに対して，コジオールは「組織的
な単式簿記」（die　systematische　einfache　Buchftthrung）を出発点にす
える5）．ここにいう組織的な単式簿記とは，在高勘定のみから成立し，そ
れに対する決算整理を媒介として誘導される「在高貸借対照表」（Bestan－
debilanz）がそれ独自で期間損益を算定しうる簿記と解せられる．かれに
よれば，このような貸借対照表は「損益決定貸借対照表」（Erfolgsermitt－
elungsbilanzen）ないしは「損益貸借対照表」（Erfolgsbilanzen）と呼1ばれ
る6）．在高貸借対照表がそれ独自で，いいかえるなら収益・費用系列の勘
定なしに期間損益を算定しうるのは，貸借対照表上収益収入・費用支出と
いう形で収益・費用運動をそこに反映すると考えられるからである．した
がってこのような損益計算は，「貸借対照表的成果計算」（bilanzmassige
Erfolgsrechung）ともいうべきものとして収支的損益を総括的に把握する
ことから「総括的な損益計算」（summarische　Erfolgsrechnung）と呼ば
れる7）．
　コジオールは，全体損益計算を貸借対表的成果計算の「最も単純な簿記
的清算」の形態として位置ずける．そしてかれは，ここでの収支事象を
「損益作用的な収支」＝財の実質的な生産過程と結びつくすべての現金お
よび「将来的現金収支」（zukUnftige　Barzahlungen）と，「損益非作用的な
収支」＝現金および将来的な現金収支の背後に生産過程を伴わず「純粋財
務過程」（reine　Vinanzorgljnge）より生ずる収支に大別する．そしてか
れは，全体損益計算では，損益非作用的収支は「中性的」（neutra1）・「二面
的」（zweiseitig）・「相関的」（wechselbezuglich）として同額の収支の対応
・相殺をつうじて解消するので，企業の成立より解散までその全存続期間
のすべての現金収入と現金支出は，それぞれ現金収益収入と現金費用支出
となり，全体損益は両者の差額＝現金の純増加分として把握されると説く．
　コジオールは，現金収益収入と現金費用支出が収支的損益の算定のため
の基本的な要素であるというこうした認識を前提として，現実の損益計算
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が期間損益計算という形態をとるために生ずる固有な問題として，（1）実質
的な財運動と損益作用な収支との結合関係，（2）損益非作用的・相関的収支
の相殺効果の問題をあげる9），そしてかれは，収支計算と期間損益計算と
の喰違いを「収支計算領域それ自体のうちに解決する」1°〉ことを求める．
すなわちかれは，現実の現金収支を修正し，修正された現金収支の差額を
もってその基礎にある実質的な財運動の結果と一致せしめ，「貨幣的な余
剰」として期間損益を把握すべきことを説く．
　かれは，現実の現金収支の修正のため収支の「収支性」（Zahlungschar－
akter）による区分すなわち現金収入と「計算収支」（Verrechngungszah－
lung）の区分，区分された収支の「損益性」（Erfolgscharakter）すなわ
ち各収支の損益に及ぼす影響の相違に基ずく再分類を主張する11），計算収
支の概念は，代替思考を前提として「期間損益計算を収支過程に基ずいて
すなわち収支的に築きあげ」12），すべての簿記上の取引を収支概念にもと
ずいて統一的に把握することを意図する．そしてそれは，つぎにみるよう
な二つの特徴的な計算思考によって収支の中和化を図ること＝「中和化の
構想」により具体化されると考えられる13’．すなわち第一は，「前計算」
（Vorausrechnung）と「償還計算」（Tllgungsverrechnung），第二は，「返
戻計算」（RUckverrechnung）と「後計算」（Nachverrechnung）である．
　第一の前計算と償還計算は，現実の現金収支のみならず信用取引に伴う
債権・債務の発生も将来的現金収支として認識するという考え方より出発
して，この拡大された収支に潜在する残高性・損益作用性を排除し，期間
収益収入と期間費用支出との対応を可能にすることを意図する14）．
　前計算は，債権の発生により将来受取るべき収入を「前収入」（Vorein－
nahme），債務の発生による将来支払うべき支出を「前支出」（Vorausg－
abe）として記帳する手続きである．そのねらいは，現金取引のみならず，
信用取引に伴う債権・債務の発生一コジオールは，償権・債務の発生に
よる現実の現金の流出・流入を「債権支出」（Forderungsausgabe）・「債
務収入」（Schuldeinnahme）という一を「収支の前取」（Zahlungsvorgriff）
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　と解し，将来的現金収支として収支概念のもとに統一的に把握するという
点に求められる．したがって前収支はいわば擬制的な収支として，この目
的のために設定される計算収支の一種である．しかもそれは，法律的な債
権・債務のみならず決算整理事項としての「見越項目」（antizipatione　Post－
en）やとくに債務については自己資本・積立金も含み，一種の未収・未払
項目としてきわめて広義に解される．そして前計算は，実質的な生産過程
に直結する損益作用的な前収支一一一コジオールはこれを「収益作用的前収
入」・「費用作用的前支出」という15）　のみならず純粋な財務過程より生
ずる相関的な前収支一コジオールはこれを「債権収入」・「債務支出」と
いう一一の記録も含む．損益作用的な前収支の計上は，実質的な生産過程
より生ずる財・用役の流入・流出＝損益の実現が現金収支に先行する場合，
それらの未収収益・未払費用を当期の収益収入・費用支出として一面的に
期間損益に組みいれることを意図する．また相関的な前収支＝債権収入・
債務支出の計上は，相関的な現金収支＝債務収入・債権支出に対する対応
記帳をつうじてあらかじめそれらの収支の残高性を中和化する．
　これに対して償還計算は，債権・債務の回収・弁済をさきの前収支の償
還と解し，債権の回収による前収入の償還を「償還支出」（Tilgungsausg－
abe），債務の弁済による前収支の債還を「償還支出」（Tilgungseinnahme）
として記帳する手続である．そしてそのねらいは，前収支として計上され
たものが債権・債務関係の決済により現実の現金の流入・流出一コジォ
ールは，この現金の流入・流出を「相殺収入」（Ausgleichseinnahme）・
「相殺支出」（Ausgleichsausgabe）という一として実現する場合，本来期
間損益計算上中性的なこれらの現金収支が，収益収入・費用支出となるこ
とを回避することにある16）．そのため前収支が現金収支として実現した場
合には，相殺収入・相殺支出を取消すような償還支出・償還収入を計上する．
　こうして前計算と償還計算は，一方ではより広い意味での債権・債務の
発生を前収入・前支出，他方ではそれらの弁済・回収を前収入に対する償
還支出・償還収入という計算収支の計上により，債権・債務の発生と償却
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に伴う，現実の現金収支に潜在する残高性＝損益作用性を排除し，期間的
収益収入と費用支出を限定するという効果をもつ17》．
　第二の返戻計算と後計算は18），現金収支および将来的現金収支が財・用
役の提供＝・損益の実現に先行する場合，それらの収支に含まれる損益性が
その実現の時点まで留保・保管されるという考え方より出発する．そして
それは，これらの収支に潜在する残高性＝損益作用的な効果を期間損益の
限定という視角より一時的に排除し，その残高作用性を中和化することを
意図する．コジオールは，次期以降にまで損益作用をもつ財の流出・流入
に対する現金ないしは前収支を上記のような意味で「留保収入」（Reserv－
ateinnahme）・「貯蔵支出」（Vorratsausgabe）と呼ぶ．これらの収支は
より広い意味での前払・前受＝経過的項目として，その全部または一部が
次期以降において損益の実現と結びつくと考えら治る．
　返戻計算は，財の流出・流入の時点で記入されるこのような留保収入・
貯蔵支出のもつ損益作用的な効果を計算上一時的に排除＝相殺的に中和化
するため，損益決定の時点まで留保収入・貯蔵支出を全額「戻し支出」
（RUckausgabe）・「戻し収入」（RUckeinnahme）として計上する手続であ
る．そしてこれらの戻し収支は，上述の前収支と同様に計算上の収支であ
る．
　これに対し後計算は，戻し計算によって中和化された留保収入・貯蔵支
出が損益実現の時点で再び損益作用性を回復し，収益収入・費用支出とし
て還元される場合，戻し収入の減少分としての「後支出」（Nachausgabe），
戻し支出の減少分としての「後収入」（Nacheinnahme）を計上する手続
である．後計算は，さきの前計算に対する償還計算と同様に戻し計算に対
する対応計算であり，したがって後支出・後収入は，償還支出・償還収入
と同様に擬制的な計算収支である．
　こうしてコジオールは，現金収支のこのような修正計算一一前計算と償
還計算および返戻計算と後計算という対応記帳一一をつうじてすべての取
引を収支の流れに還元し，つぎにみるような収支的貸借対照表の第一形態
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として「収支的運動貸借対照表」シェマーを呈示する2°）．
（収入） 収支的運動貸借対照表（原型） （支出）
1．現金収入
　a）収益収入
　b）留保収入
　c）債務収入
　d）相殺収入
皿　計算収入
　a）前収入
　　1．収益作用的前収入
　　2．留保前収入
　　3．相関的前収入
　b）償還収入
　c）戻し収入
　d）後収入
1．現金支出
　a）費用支出
　b）貯蔵支出
　c）債権支出
　d）相殺支出
皿　計算支出
　a）前支出
　　1．　費用作用的前支出
　　2．貯蔵前支出
　　3．留保前支出
　b）債還支出
　c）戻し支出
　d）後支出
残高＝期間利益
　こうして組織的な単式簿記では，期間損益は上記五つの基本的な在高勘
定より誘導される収支的運動貸借対照表において絶対的ないしは相対的に
中和化された収支を含む全収入＝借方と全支出＝貸方の対応によって両者
の差額として算定される・すなわち期間損益は，一方では当期のすべての
損益非作用的な取引が在高勘定における二面的な記帳によってその残高作
用を排除＝中和化され，他方では損益作用的な取引が同勘定における一面
的な記帳＝収益収入の借方記帳と費用支出の貸方記入によってその残高作
用をつうじて両者の差額として認識される．この場合，すべての収支は，
総額計算の結果として表示されるので，ワルプの場合にみるように返戻・
追加計算の作用による残高計算の結果計上される収支が，現実の現金収支
に加減され，動態量としての収支と静態量としての収支が混合することは
回避され，収支概念は純化される．
　とはいえここでは，損益の個別的な発生源泉は，損益決定の過程には登
場しない．それゆえコジオールは，損益の個別的把握のためには損益勘定
の導入とそれに基ずく収益費用計算が必要であると説き，それを可能にす
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るものとして複式簿記を位置ずけると共に，損益勘定を基礎として俘成さ
れる損益計算書も収支概念によって統一的に説明するのである21）．
　ところでこの収支的運動貸倒対照表は，元帳勘定の繰越高を除く取引総
額を示すので，その借方＝収入項目と貸方＝支出項目の，それぞれの対応
項目を差引計算すれば，その残高は一定時点における各勘定の在高を示す
と考えうる．そこよりコジオールは，収支的運動貸借対照表の第二形態と
してこの在高量に基ずく「収支的在高貸借対照表」（die　pagatorische　Be－
standebilanz）を誘導する．
（借方） 収支的運動貸借対照表（基本形式） （貸方）
1．収入在高
　1．現金預金＝現金在高
　2．　債権＝収入前取
1　支出対価
　3。貯　　蔵
1．支出在高
　1．　債務＝支出前取
ff　収入対価
　2．留　　保
残高＝期間損益
　上記シェマーの借方における現金および債権在高はいずれも「収入金剰」
であり，前者は支払資金，後者は受取債権としてすべて収入価値と一経営
の財貨価値を，また貯蔵支出はすでになされた支出の対価であり，損益計
算上後期まで保管されるべき実体価値を示すと考えられる．これに対して
貸方に計上される債務在高は「支払余剰」としての支払資本を，留保在高
は経過的資本を現わすといわれる・これにより在高貸借対照表の貸借は，
収支的計算量としての財産と資本を意味し，したがってここでは貸借対照
表による財産・資本価値の表示機能が認められることになる．すなわちコ
ジオールは，貸借対照表の第一義的目的を損益の算定におき，損益計算の
仕組みを収支計算として説明することによって財産・資本概念を導きだ
し，その範囲でのみ貸借対照表の財産表示機能を是認するのである．
　さらにコジオールは，収支的運動貸借対照表の第三の形態として，期首
と期末の在高貸借対照表の各項目を比較し，期中の在高変動部分のみを抽
出し集計した「収支的変動貸借対照表」（die　pagatorische　Veranderungs一
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bilanz）をあげる．これは，一般に資金運用表といわれるものである．
1）　EKasio1，　Pagatorische　Bilanz（K．　Bott、　Lexikon　des　kaufmannischen
　Rechnungswesens），　S．2087．
2）　E．Kosio1，　a．　a．0．，　S．2088．
　　コジオールの収支的損益計算論の基底には，っぎのような企業観とそれに
　規定される会計観が秘んでいる．
　　コジオールは，企業を生産経営，すなわち人間の物的欲望の充足を可能に
　するすべての経済活動のうちでとりわけ市場に対する財貨の生産＝価値の創
　造という市場課題を果すため機構化された構成体・「経済活動単位」（wirt・
　schaftliche　AktiQnseinheit）と解する．すなわち企業はそれ独自の経済的主
　体として固有の動機と貴任，計画と計慮をそなえ，資本に対する危険負担を
　おいっっ，生産的消費のため市場より財貨を調達し，それにより新しい財＝
　価値を生産し，それを再び市場へ提供することによって市場欲望の充足をめ
　ざす生産経営である．
　　コジオールは，生産経営としての企業が市場における物的欲望の充足とい
　う市場課題を果そうとする場合，目的適合的な一定の方法と形式を必要とし，
　可及的に合理的な経済行為の遂行を志向すると説く，かれは，この経済行為
　の合理性の程度をおしはかる基準を生産経営における経済性に求める．かれ
　によれば．一般に経済性という言葉は二っの意味をもつものと解せられる．
　すなわち第一は，「量的経済性」（mengenmtissige　Wirtshaftlichkeit），第二
　は・「価値的経済性」（wertmassige　Wirtschaftlichkeit）であり，前者は
　「技術性」（TechniZitat），後老は狭i義の経済性と呼ばれる．ここにいう経済
　性は後者の意味での経済性＝価値的経済性を意味し，「収益性」（Rentabili・
　tat）と同一である．これは，市場価値の変動の影響を含むものとして，その
大き・は鰭額で評定・れ灘な・・U・舗・して表示・れ・・そ・てか
　れは，この数値が最大となることをもって生産経営の到達すべき目標とする．
　これに対し技術性は，狭義の経済性によって制約される生産過程において最
　少費用の実現を期待し，可及的に量的節約をつうじて分母の最小化を図るこ
　とをそのねらいとする，そこよりコジオールは，生産経営の市場における物
　的欲望の充足とい5問題を生産経営が到達すべき「実質的目標」（Sachzie1），
　生産の合理性の追求という問題を「形式的目標」（Formalziel）として規定し，
　後者をもって経済諸科学の方法的な基礎にかかわるものとみ，その中心的な
　研究領域として設定する（EKosiol，　Die　Unternehmung　als　wirtschaftli－
　ches　Aktionszentrum，1966，　s．15～19）．
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　　こうしてコジオールは，経済諸科学の問題をもっぱら形式的目標の実現に
　求め，企業の果すべき課題として（1）技術的・経済的給付の市場における消費
　者に対する提供＝市場欲望の充足，②それに対する随伴現象としての危険負
　担，（3）経済活動の計数的な把握をあげる．とりわけかれによれば，計算＝会
　計は，何よりもまず「経済行為の結果を測定する用具」であり，またそれに
　より将来の経済行為に関する企業家の意思決定のための基礎資料すなわち
　「企業操縦に不可欠な用具」として情報の提供を可能にする．そこよりかれ
　は，計算領域を財務簿記，原価計算，統計，計画に区分する．そしてかれは，
　財務簿記＝収支的計算は経営の「長期にわたる年次総計算」として企業の
　経済活動の全体を計数的に把握し，それをっうじて企業の価値的生産性を表
　示する，と説くのである（E．Kosiol，　Buchhaltnng　und　B三lanz，1967，　S．
　5～7）．
3）　高田正淳，前掲書，21頁．
4）　E．Kasiol，　a．　a．　O．，　s．2081．
　　コジオールのいう収支的損益の概念は，原則として取得原価主義に立脚す
　る貨幣資本維持思考に結合すると考えられる（E．Kosiol，　a．　a，0．，　S．2106～
　2108）．すなわるここでは維持されるべき企業資本　　かれによれば企業資
　本はその危険負担の順位によって他人資本と自己資本に大別される一は何
　よりもまず，「貨幣的な大きさ」（Geldgross）としての資本であり，財の生
　産的消費に伴なう企業資本の変動もまた，貨幣的に表現されるべきものと考
　えられる（EKosiol，　a．　a．　O．，　S．2111～2112）．
5）　E．Kosiol，　a．　a．　O．，　S．2090。
6）　E．Kosiol，　a．　a．　O．，　S．2086．
7）　EKosiol，　a．　a．　O，，　S．2099．
8）E・Kosiol，　a・a・0・，　S．2088．山下勝治「コジオール収・支損益計算にお
　ける中和化構想」，（「企業会計」14巻12号，34頁．）
　　コジォールは，財運動が貨幣運動に代替されるという思考より，全体損益
　計算では現金収支計算をもって損益計算と解する．そしてかれは，期間損益
　計算では収支の修正を必要とすると説き，そのための手段として決算貸借対
　照表を把握する．したがってかれもまた，シュマーレンバッハと同様に期間
　損益計算の基本原則として合致の原則と継続性の原則を設定する．この場合
　期間損益はいっそう厳密に解され，全体損益＝期間損益＋超期間損益として
　把握される．この超期間損益は期間外損益として，予想せざる貸倒損失，特
　別償却費などを含む．
9）　EKosiol，　a．　a．0．，　S．2089．
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10）山下勝治，前掲書，250頁，
11）EKosiol，　a．　a．0．，　S．2097．
12）E．Kosiol，　a．　a．0．，　S．2095．
13）山下勝治，前掲論攻，32～40頁．
14）EKosiol，　a．　a．　O．，　S．2090～2093．
15）E．Kosio1，　a．　a．　O．，　S．2097．
16）高田正淳，前掲書，41頁．
・7）損益翻的嫡収支の流れは，総括的にはく需艶：娼雑懸：優鑛
R＞・して・鱗繍務的な収支の流撤そ嚇・〈債務収入債権支出〉を加え・
　ことにより示すことができる（EKosiol，　a　a，0．，　S．2092～2093）．そして
　それらの収支の勘定記入の関係はつぎのようである．
（借方）　　債権勘定　　（貸方） （借方）　　現金勘定 （貸方）　　（借方）　債務勘定　　（貸方）
前収入 償還支出　　　　相殺収入
　　1　　＿．＿1
相殺支出
　　1
償還収入　　前支出
．一一」
　　　1
18）E．Kasiol，　a．　a．0．，　S．2093～2096。
鱗難桀鰍吝欝』驚1至鹸糠翫
　支の勘定記入の関係は，つぎのようである．
（借方）　　貯蔵勘定　　（貸方）
戻し収入
（借方）　　現金勘定　　（貸方）　　（借方）
後支出　　留保収入
　　　　　　　　l
　　　　　　　　l
　　　　　　　　L－一．
留保勘定（受）　（貸方）
貯蔵支出　　後収入 戻し支出
20）E．Kosiol，　a．　a．0．，　S．2097．
21）組織的な単式簿記の収支的運動貸借対照表では，上述のように損益非作用
　的な収支は二面的な把握により相互に相殺され，それらの収支に潜在する残
　高性＝損益作用的な効果は中和化される．そこで一面的に把握された損益作
　用的な収支＝収益収入と費用支出の貸借を「反対記帳の原則」（das　Prinzip　der
　Gegenbuchungen）により交換すれば，それにより損益計算書の成立をみる．
　　コジオーによれぽ，このような対応記帳の原則を貫くには費用．収益勘定
　ないしは「損益勘定」（Erzengungs－oder　Erfolgskonten）を必要とし，かか
119
　る勘定組織をそなえた簿記，それがまさしく複式簿記である．すなわち複式
　簿記は，在高勘定のほかに損益勘定の導入により損益非作用的な収支のみな
　らず損益作用的な収支をも個別的・二面的に把握する．したがってそれは，
　「個別的な損益計算」（spezifizierte　Aufwands－und　Ertragsrechnung）と
　呼ばれ，「組織的な単式簿記の拡張および完全化」として位置ずけられる（E．
　Kosiol，　a．　a．　O．，　S．2098）．
22）EKosiol，　a．　a．0．，　S．2097．
　　借方と貸方のそれぞれの対応項目の差引計算は，収支的運動貸借対照表が
　下記のような基本的な記帳関係のうえに成立しているということを前提とし
　て行なわれる．
　　現金＝現金収入一現金支出
　　債権＝前収入一償還支出
　　債務＝前支出一償還収入
　　貯蔵＝戻し収入一後支出
　　留保＝戻し支出一後収入
む　す　び　に
　以上，ドイツにおけるいわゆる成果動態論と呼ばれるものの系譜にそい
つつ，その基礎をなす収支概念とそれを前提とする期間損益計算の基本構
造の相違を明らかにした．
　ところでわれわれは，こうしたシュマーレンバッハ以降のドイツにおけ
る収支計算論の展開のうちに会計の基本的な計算構造と計算思考の問題を
考察する手がかりを求めようとする試みを，すでに戦後のわが国において
近代的会計制度の形式が進められていく過程で提起された計算思考論の展
開のうちにみいだすことができるであろう．一般に会計における伝統的な
利益計算方法として財産法と損益法という二つの方式があり，この二つの
利益計算方法についての研究や論議は，とりわけ簿記論の分野において古
くより多くの論老によって展開されてきた．とはいえ戦後の一時期にわが
国において利益計算法にかんする研究が，たんなる複式簿記の技術的・形
式的な説明の範囲をこえて，会計における基本的な計算構造と計算思考に
かかわる問題として着手され，論議の対象として再検討されるようになっ
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たのは，それなりの理由があるであろう．そして戦後の一時期にわが国で
展開された計算構造と計算思考にかんする研究の経過とその成果およびそ
れについての現代的な評価という問題については，別に稿を改めて考察し
なければならないであろう．さしあたりここでは，こうした研究が，より
直接的には戦後日本の「近代企業会計制度の体系的確立」という要請に触
発され，そのもとで開花した資産論争，会計主体論争，資本剰余金論争な
ど，一定の会計目的を前提として会計的な諸概念の理論的な統一性を求め
ようとする一連の動向を背景として浮び上ってきた問題であるということ
に留意をしたいと恩、う．
　そしてわたくしは，戦後わが国において期間損益計算のいわゆる「近代
化」という名のもとに提起された計算構造と計算思考にかんする多数の諸
研究のうちでも，ドイツにおける成果動態論の基礎構造を支える収支計算
思考の批判的な摂取によって，この分野の研究に先鞭をつけられた岩田教
授の所説と，それとは若干ニュアンスの相違はあるにしても，動態的・損
益法的計算思考が支配するいわゆる「近代的」な期間損益計算のもとで，
財産法的利益計算方式の意味ずけを探られたという点では同一の課題と取
組まれたと思われる山下教授の所説を概観することによって，本稿を閉じ
たいと思う．
　はじめにシュマーレンバッハ収支計算に対する岩田教授の理解を著名な
「利潤計算原理」のうちにみることから出発しよう．
　岩田教授は「シュマーレンバッハと，そのエピゴーネンとの内部的なつ
ながりに重点をおきつつ，『ディナミッシェビランツ』の理論的構成を明
らかにしたい」2）とされ，その解釈・分析の基本的な視角として動態論そ
れ自体の理論的な展開とシュマーレンバッハ収支計算思考との関連という
問題を出発点にすえられる．このような視角より教授は，さしあたり動態
論に対する共通な認識点を貸借対照表の損益計算に対する手段性と損益法
に基ずく利益計算方式の一般的な優位性に求められると共に，その解釈の
相違を生む根源をシュマーレンバッハ動態論に混在する貨幣的な思考と物
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財的な思考の相克という点に求められ，その相違の検討こそ動態論の本質
的な把握につながると説かれる3）．そこより岩田教授は，シ＝マーレンバッ
ハ動態論のもつ具体的な問題性として，（1）費消給付計算と収支計算の組合
せより生ずる損益計算対象の異質性ないしは二元性，（2）その二元性より生
ずる損益計算上の二つの喰違い＝費消給付と収支の発生期間の相違および
評価原則の翻賠，（3）評価論の齪酷による資本維持概念の二面性をあげられ
る4）．とりわけ第一の問題についていえぱ，岩田教授は，企業における財
貨の流れと貸幣の流れの対立という認識を前提として，一般に損益法とい
う場合二つの利潤計算思考すなわち給付一費消＝利潤という思考と収益一
費用＝利潤という二つの思考の存在を指摘され，両者の論理的な俊別を強
調される．岩田教授によれぽ，前者は財の価値の流れ＝「財貨動態」を追
求する経営経済的利潤計算として，企業に流入した財が新しい給付の生産
のために犠牲にされる場合これを費消，それにより新しい給付が生産・販
売される場合これを給付として認識し，財の費消と給付の対応による利益
計算を志向する．勿論費消給付の大きさは，「貨幣動態」＝貨幣の流入・
流出＝収支にかかわらしめて把握されるので，結果としては収益費用計算
という形をとらざるをえないにせよ，その本質は物量計算である．後者は
貨幣動態を手がかりに給付の対価たる収入を収益，財の費消部分に対する
支出を費用として認識し，収益費用の対応による利益計算を目的とする．
この意味での収益費用概念は財貨動態が貨幣動態に投影して成立する概念
であり，そこでは財貨のうちに貨幣をみ，財貨は貨幣の変形物と考えられ
るので，収益費用計算の本質は貨幣収支計算である5）．そこより岩田教授
は，シュマーレンバッハの費消給付と収支計算の組合せより成立する損益
計算における計算対象の異質性とそれに基ずく現金項目とそれ以外の貸借
対照表借方項目との異質性・評価における時価主義と原価主義の混在・資
本維持概念における実体維持思考と名目的貨幣維持思考の交錯を指摘され
るのである．
　そして岩田教授のシュマーレンバッハ収支計算へのアプローチにみられ
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るこのような視角・理解・批判は，教授自身の基本的な会計観と功みに絡
み合いつつ，財産法的利益計算方式より損益法的な利益計算方式への「発
展動向」の問題として展開・考察されている．
　すなわち岩田教授は，会計の本質を照合＝財産変動の原因と結果の照合
＝利潤にかんする計算と事実の照合＝収支計算を基礎とする損益計算書上
の利潤と財産と負債の実地棚卸を前提とする貸借対照表上の利潤の照合に
求められる．そして岩田教授は，収支記録に基ずく収益費用の対応による
利益計算を損益法，財産と負債の実地棚卸を前提とする利益計算を財産法
として規定されると共に，この照合という視角より財産法と損益法の関係
を問われ，純理論的には両者をいずれも独自の利益計算方式として位置ず
けられる。そして教授は，前者は計算上の利益の，後者は事実上の利益の
計算であり，財産法と損益法は，計算上の損益計算書における利益と事実
上の貸借対照表における利益によって計算と事実の照合を具体化するもの
として，両者の関係を照合関係＝二元的関係として規定される6》．さらに
教授は，現実の企業会計実践の下では複式簿記の決算手続によって財産法
と損益法の照合のもつ本質的な姿は隠蔽され，その真の意味は不明確にさ
れているが，複式簿記における損益計算書と貸借対照表の関係は「計算と
計算の照合」でるとされそれ，を会計における照合と区別されるのである7’．
　こうした会計における照合という視角より岩田教授は，さらに現実の企
業会計構造の発展動向を問われ，企業規模の増大，企業資産に占める固定資
産の増大，その貨幣価値変動による未実現利益の排除という問題を契機と
して8’，本来あるべき財産法と損益法の工元的関係は部分的に崩壊し，財
産法的思考の縮少・脱落と損益法的思考への一元化という方向を辿りつつ
あること9），そしてその具体的な事例としてかのドイツにおける貸借対照
表価値問題に触れられ，その混乱の原因を教授の解される意味での財産法
による貸借対照表＝事実上の貸借対照表と損益法による貸借対照表＝計算
上の貸借対照表の混同という点に求められる1°〉．さらに教授はこの価値論
争の検討をつうじて「企業会計が損益法に一元化することがその本質的な
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動向であるとするならば，企業会計の信頼性は何によって保障されるか」11）
という問題を提起される．そして教授は計算と事実の照合という会計の本
質的な機能を生かすべき道として，財産と負債の実際調査に基ずく公認会
計士監査制度を位置ずけられるのである．しかも注目すべきことには，岩
田教授は，このような会計観と絡み合った計算構造論を前提として独自の
解釈に基ずくビランツシェマーを展開され，そこでの現金項目と純損益と
の関連をきわめて鋭く指摘され，それらをビランツシェマーにおける異質
項目として把握されるのである．
　それでは山下教授はシュマーレンバッハ動態論の本質をどこに求められ，
どのような解釈・批判を展開されるか．これを「貸借対照表論一貸借対
照表法の近代化一一」を中心としてみよう．
　山下教授は，今日の会計学界におけるシュマーレンバッハ理論の一般的
な承認とはうらはらに，その所説の根本的な立場とそこより形成される理
論については正確な理解を欠如しているという認識のもとに，その所説を
成立せしめるかれの基本的な意図と学界への貢献およびその限界を問われ
12）Cこれをつぎのように述べられる．
　山下教授はまず，シュマーレンバッハ動態論の基本的な考え方を収支計
算を基礎とする期間損益計算構造の理解という点に求められ，かれの所説
に対する理解と批判の焦点を収支計算に向けられる13）．そして教授は，か
れが収支計算を出発点にすえる理由を税法的見解の克服に求められ，その
点にシュマーレンバッハ動態論の意義を認められるのである14）．すなわち
山下教授は，シュマーレンバッハは，収支計算を基礎とする収益費用計算
（＝損益法）による利益とドイツ税法の利益計算方式たる財産比較計算
（＝財産法）による利益の一致を論証することによって，損益法が財産法
に代替しうることを証明しようとしたと説かれる．このような理解に立っ
て山下教授は，かれの所説において全体利益計算という思考の占める役割
を問われ，それを財産法と損益法による利益の一致という命題の措定一〉そ
れに基ずく期間損益の合計＝全体利益の関係の保障→その具体的手段とし
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ての決算貸借対照表の位置ずけ→期間損益の損益法による把握とそれによ
る財産法に対する損益法の代替性の主張，という点に求められるのである．
　シュマーレソバッハ動態論に対するこのような意味ずけを前提として，
山下教授はその内容を収支計算と損益計算，一致の原則，未解決項目の構
想，財産法と損益法との終局的な一致というように把握され，その論点と
してつぎの点をあげられる15）．すなわち（1）全体利益計算における二つの計
算思考による利益計算の一致は終局的な一致であり，期間損益計算の一致
を意味しないこと，（2）重要な点は期間損益計算の真実性とその客観的な保
障＝実証の具体的方法の追求．そして教授はこの点にかれの所説の限界を
認められるのである．そこより教授はこの限界を克服する道をワルプ，コ
ジオールらの収支計算思考に求められ，その批判的な摂取によって投下価
値回収計算としての現金動態論を展開されるのである．
　すなわち山下教授は，「総じてドイッ動的会計理論では，その理論構成
の出発点に収支計算の着想がみられる」16）とされ，それを二つの種類に大
別される．第一一は，シュマーレンバッハ収支計算思考としての「損益的収
支」，第二は，コジオール収支計算にみる「貨幣的収支」である17）　．教授
によれば，前老は「貨幣価値で表現された給付の受渡を収入支出として理
解」するが，後者は「給付の受渡に随伴される貨幣の入（増），貨幣の出
（減）に眼を向け貨幣在高の増減として収支を理解」する18）．前者は，収
支の具体的な内容を給付それ自体に求め，貨幣価値で表現された対価とし
ての収支すなわち貨幣価値計算を志向する．後者は，収支の意味を受渡さ
れる給付の増減に随伴しその対価として発生する貨幣在高の増減，すなわ
ち実体としての給付の映像と解する．山下教授は収支概念に対するこのよ
うな理解を前提として，二つの収支計算の関係を問われ，それらがいずれ
も一つの給付取引（給付の流入・流出）にかんする損益的収支と貨幣的収
支に基ずく理解であり，そしてこうした理解は，給付の出入より損益の決
定が可能であり同時にその同一の損益が給付の出入に随伴する貨幣在高の
増減からも把握されることを意昧し，このような理解は，両者の関係を対
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立的関係としてでなく併列的関係として捉えることを意味する，といわh
る．ここより教援は，給付の出入計算を「本源的計算」，貨幣在高の増減
計算を前者の結果を貨幣在高の増減計算の側から実証するものとして，二
つの計算の関係を併列的関係として把握される．そして教授は，一つの給
付取引を給付収支と貨幣収支の形で理解するという思考を複式簿記の前提
とされ，そこでの損益計算領域を給付の流入・流出に求められ，それに伴
う貨幣収支計算とその結果としての貸借対照表作成の意味を，給付計算の
結果の確認に見出されるのである2°）．
　山下教授の動態論における収支計算思考に対するこのような理解の基底
には，企業会計の計算構造に対するつぎのような理解が潜在しているとい
えるであろう21）．
　すなわち山下教授は，伝統的に企業会計の利益計算方式として損益法と
財産法という二つの方式があり，二つの計算の結果は基本的には一致する
という前提より出発される．ここにいう財産法とは，最も原始的・本源的
な形態としては，二つの時点の財産・負債の実際在高の調査より出発して，
純財産の増減＝現金残高として利益を捉える方法と解せられる．損益法は，
収支記録より出発して収支の期間的な限定をつうじて期間的な収益・費用
の確定とその対応により期間利益を算定する方法と解せられる．そして教
授は，二つの計算方式が本来それぞれ債権者保護と投資者保護という会計
目的と結合し，前者は，債権者保護・資本充実原則・その具体的内容とし
ての純財産の維持保全・売却時価に立脚する実地棚卸を基礎とする財産目
録→貸借対照表の作成という利益計算方式として，後者は，投資家に対す
る収益力表示・発生原則・収益費用の帰間的帰属の決定・取得原価主義に
立脚する利益計算方式として成立すると説かれる22）．
　さらに教授は，企業資本に占める固定資産の増大と貨幣価値変動による
評価益排除の問題を契機として，「原始的」な意味での財産法的利益計算
方式＝静態論は後退し，損益法的利益計算方式＝動態論が支配的な地位を
占めるにいたったとされる．そして教授は，損益法の支配的な近代会計制
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度のもとでも財産法的な思考は存在しうるし，またしなければならないと
され，財産法と損益法の並存関係において企業会計の構造を一元的に把握
されようとするのである．そしてわれわれはそこに，教授のワルプ理論に
対する批判的な摂取をよみとることができる．
　企業会計構造に対するこのような理解を前提として山下教授は，財産法
の支配する近代会計制度のもとでいかなる形で財産法的利益計算思考が存
在するかという問題を提起される．そして教授はこの問題の解明のため，
「原始的な財産法」の基本的な性格を純財産の増減計算ないしは全体利益
計算にみるような「現金残高計算」に求められ，その基本的な前提として
現実の清算ないしは仮定的な清算という問題をあげられる．そして教授は，
こうした意味での財産法の適用困難性を資産構成の複雑化や高度化による
清算という仮定の崩壊に求められ，損益法への移行を，それが未実現利益
の排除という債権者保護思考にも適うものとして必然的なものと解される．
そこより教授は，損益法的利益計算方式のもとで財産法的思考が果しうる
役割を「原始的な財産法」に内在する，計算の客観性，真実性という特徴
により，現金化計算に基ずく純財産の確定をつうじて損益法による利益計
算を保障することに求められる．この場合注目すべき点は，山下教授は損
益法における取得原価主義と原価の期間配分としての期間費用の確定とそ
れによる収支残高としての資産の額の決定の意味を問われ，資産原価配分
思考を未回収現金回収計算として捉えられ，期間的費用の確定のための収
支の期間帰属を決定する基準として将来の収入投下価値の回収をあげ，そ
こより貸借対照表の借方を現金項目＝回収項目，非現金項目＝未回収貨幣
項目として把握され，資産概念の貨幣収支に基ずく統一的な説明をなされ
るのである．
　両教授のこうした見解は，われわれが会計の期本的な計算構造と計算思
考の問題を考えるうえで，いろんな問題性を含むにせよ，きわめて多くの
示唆に富むものと思われる．
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1）戦後わが国における計算構造論の展開の問題については，浅場二郎教授の
　「企業会計原則の基礎構造」　（有斐閣，昭和43年），「ドイツ会計学説史」
　（森山書店，昭和41年）ほか「企業会計における計算思考」（「会計学基礎講
　座」，1，有斐閣，昭和38年に所収）その他多数の論攻（例えば，「計算構造
　論的発想にっいての一考察」　（企業会計，12巻，2号），「損益計算の二稚
　性」　（企業会計，14巻，4号），「利益の概念規定について」　（会計，82巻，
　6号）などの多数の論攻があり，それらは問題の所在を明らかにするうえで
　役立つであろう．
2）岩田厳「利潤計算原理」　（同文館，昭和31年），272頁．
3）岩田厳，前掲書，273頁．
4）岩田厳，前掲書，279頁～293頁．
5）岩田厳，前掲書，131頁～134頁．
6）岩田厳i，前掲書，1頁～51頁．
7）岩田厳，前掲書，56頁～63頁．
8）岩田厳，前掲書，125頁，
9）岩田厳，前掲書，164頁．
10）岩田厳，前掲書，80頁～106頁．
11）岩田厳，前掲書，165頁．
　　なお岩田教授は，シュマーレンバッハ動態論における現金項目の説明とい
　う問題については，教授のいう意味での動態観に基ずく試算表と損益計算書
　および貸借対照表の計数的関係の数式化より出発される．数授によれば，簿
　記の試算表の動的解釈は，これを一種の収支計算表と解することであり，し
　たがって試算表の基礎には収入一支出＝現金在高ないしは支出＋現金＝収入
　が予定されている．これに対して損益計算書は，収益一費用＝利益として示
　される．そして試算表の収支と損益計算書の収益と費用の間に喰違い＝差異
　があり，これらの差異は当期の損益計算には不要なため次期に繰越す必要が
　あり，この集計表こそ，動態観のもとでの貸借対照表である．
　　このような認識を前提として岩田教授は，この差異項目の整理・集計の問
　題＝動態観のもとでの貸借対照表の作成の仕方を問われ，まず上記の等式を
　もとにして（収入一給付）一（支出一費用）＝現金一純益を導きだされる．そ
　して教授は，上記の左辺の項目の関係より八種の差異項目を誘導され，それ
ぞれの差異項目の相互関係を（＋）項目と（一）項目に分類され，そこよりつぎ
　の等式を誘導される．すなわち（収入・未給付）一（給付・未収入）＋（費用
　・未支出）一（支出・未費用）＋（収入・未支出）一（支出・未収入）＋（費用・未
給付）一（給付・未費用）＝現金一純益．これを整理して，（支出・未費用）＋
　（支出・未収入）＋（給付・未収入）＋（給付・未費用）＋現金＝（収入・未給付）
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　＋（費用・未支出）＋（収入・未支出）＋（費用・未給付）＋純益。岩田教授はこ
　れにより，収入，支出，費用，給付の差異項目と，現金および純益あ関係を
　示され，独自のビランッシェマーを展開される．そして教授は，現金項目と
　純損益項目の他の諸項目との性質の相違，すなわちそれらは収入，給付，支
　出，費用の組合せによる差異項目としては，説明できず，また説明する必要
　もないことを指摘される．すなわち教授は，現金項目は収入と支出の差額，
　損益は収益と費用の差額として当初より存在すると説かれるのである（岩田
　厳「動的貸借対照表の現金項目」，会計，昭和26年5月，11～17頁）．
12）山下勝治，前掲書，205頁～206頁．
13）山下勝治，前掲書，210頁．
14）山下勝治，前掲書，211頁～214頁．
15）山下勝治，前掲書，215頁～218頁．
16）山下勝治，前掲書，276頁．
17）山下勝治，前掲書，278頁～279頁．
18）山下勝治，前掲書，276頁．
19）山下勝治，前掲書，277頁．
20）山下勝治，前掲書，280頁～281頁．
21）山下勝治「財産法の発展」　（国民経済雑誌，93巻，4号），1～15頁．
　　なおこの問題に関連して教授の多数の論攻（例えば「貸借対照表上の利益」
国民経済雑誌66巻1号「企業会計の論理体系一債権者会計の体系　」
　会計，77巻，4号，「近代会計制度の成立一投資家会計の立場一」企業会
　計，12巻，4号など）も併せて参照のこと．
?
